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１ 排出削減事業者の紹介１．排出削減事業者の紹介

【 ピ ド大 商店街概 】【ハッピーロード大山商店街概要】
所在地：東京都板橋区大山町（東武東上線 大山駅を降りてすぐ！）
加入店舗数：214店舗 アーケード延長：560メートル
営業時間 10 00 20 00（歩行者天国13 00 21 00）

【商店街Map】

営業時間：10:00～20:00（歩行者天国13:00～21:00）
定休日：火曜日 一日の来街者：約28,000人

【商店街Map】
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２ 共同実施者の紹介 （合同会社 西友）２．共同実施者の紹介 （合同会社 西友）

【合同会社 西友】

本社所在地 東京都北区赤羽 目 番 号本社所在地 東京都北区赤羽二丁目1番1号
設立 1963年4月
資本金 1億円

店舗数 373店舗

従業員数 18,522名
事業内容 食料品、住居用品、衣料品などの小売チェーンの運営
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２ 関連事業者の紹介２．関連事業者の紹介

【株式会社レモンピールプラス】

本社所在地 東京都豊島区南大塚2-35-12 竹内ビル4階本社所在地 東京都豊島区南大塚 竹内 ル 階

設立 2000年12月

事業内容 店舗内外装の企画・設計・施工、LED照明器具の販売・制作、

事業に伴う サ タ ト業務などESCO事業に伴うコンサルタント業務など

体育館施設 企業受付ホール

【主な実績】

屋外用投光器
看板

体育館施設 企業受付ホ ル
（サイン看板用）
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３ 事業の背景 経緯

「一生づきあいします」というハッピーロード大山商店街のキャッチフレーズのもと
環境に対して商店街として取組める事業の検討が始まった

３．事業の背景、経緯

環境に対して商店街として取組める事業の検討が始まった。

この検討の結果 東京都の「東京都特定施策推進型商店街事業費補助金」制度この検討の結果、東京都の「東京都特定施策推進型商店街事業費補助金」制度
を活用して、商店街の照明リニューアルプロジェクト「アーケードリファイン計画」を
実施することとなった。

リニューアルにおいては、コストだけではなく、環境に対しても考慮すべく、現在最
も効率的な照明であるLED照明を積極的に導入することとした また 合わせて国も効率的な照明であるLED照明を積極的に導入することとした。また、合わせて国

内クレジット制度を活用することで設備導入の促進を図った。商店街と消費者が取
組める環境対策を模索することも踏まえ、共同実施者には、ハチドリキャンペーン
など消費者と 体とな た環境対策を行 ている西友 お願いすることとな たなど消費者と一体となった環境対策を行っている西友へお願いすることとなった。
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４．事業の具体的な内容

ハッピ ロ ド大山商店街

水銀灯からLEDへの照明切り替え

ハッピーロード大山商店街

約180t-CO2/年 二酸化炭素排出削減
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認証機構レ
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大山ハッピーロード
への技術提供

機

・事業計画の作成支援
・仲介

金

クレジットの購入
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４．事業の具体的な内容
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５ 事業による効果５．事業による効果

【想定される経済的・環境効果】

エネルギ コスト（電気代）エネルギーコスト（電気代）

約1,100万円 → 約200万円

エネルギー使用量エネルギ 使用量

約560,000kWh → 約90,000kWh

CO2排出量CO2排出量

約220 t-CO2/年 → 約40t-CO2/年

【意識改革】

制度に参加することによって、制度に参加することによって、

・レジ袋の使用量削減

・資源回収
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など商店街として環境に貢献できる取り組みについて、積極的になってきた。



６ 本事例に見る自治体の国内クレジット制度の活用可能性６．本事例に見る自治体の国内クレジット制度の活用可能性

■現状

政府や自治体による補助は 設備費用に対して一定割合で支給するものが多政府や自治体による補助は、設備費用に対して 定割合で支給するものが多
い。

ご■ご提案

設備費用の補助を行うのではなく、国内クレジットの評価機能を活用し、省エネ
ルギー CO2削減量に対して補助を実施する

■メリット

ルギー、CO2削減量に対して補助を実施する。

■メリット

・第三者機関により検証される事業である

・省エネ量・CO2削減効果に対して 効果的に補助を行うことが出来る・省エネ量・CO2削減効果に対して、効果的に補助を行うことが出来る

・事業者、メーカーもCO2削減に対して積極的に取組むことにつながる。

結果 地域の温暖化対策を効果的に実施することが出来る
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結果、地域の温暖化対策を効果的に実施することが出来る。



【お問合せ先】 ㈱あらたサステナビリティ認証機構
TEL: 03-3546-8420 e-Mail: as.cert@jp.pwc.com
URL: http://www.pwcaarata.or.jp/service/sustainability.htmlURL: http://www.pwcaarata.or.jp/service/sustainability.html


